
答 申 第 ７５号

平成21年９月29日

兵庫県人事委員会 様

情報公開審査会

会長 錦織 成史

公文書の部分公開決定に係る異議申立てに対する決定について（答申）

平成19年７月６日付け諮問第２号で諮問のあった下記の公文書に係る標記

の件について、別紙のとおり答申します。

記

第1278回、第1287回及び第1288回人事委員会議事録



1

答 申

第１ 審査会の結論

第 1278 回、第 1287 回及び第 1288 回人事委員会議事録（平成 18 年９月

30 日付けの措置要求（平成 18 年（措）第４号事案）以外のものについて

記載されている部分を除く。）のうち「措置要求者の氏名及び所属」を非

公開とする部分公開決定は妥当である。

第２ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

本件異議申立ての趣旨は、第１記載の公文書（以下「本件公文書」とい

う。）の公開請求に対して、兵庫県人事委員会（以下「実施機関」という。）

が平成 19 年４月２日付けで行った部分公開決定（平成 21 年７月 14 日付け

で変更決定）を取消し、全部公開を求めるものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立書、意見書及び意見陳述において述べられた本件異議申立ての

理由は、次のとおり要約される。

異議申立人の代表者は、勤務条件に関する措置要求を行った者であり、

人事委員会の議事録の内容を明らかにするためにも、「措置要求者の氏名

及び所属」の公開を望んでおり、また、本件措置要求は、同じ待遇に処さ

れた他の職員を代表したものであり、「措置要求者の氏名及び所属」を公

開することで、内容についてより明白となり、公益性は高いと考える。

本件のように、措置要求者本人が「措置要求者の氏名及び所属」の公開

を応諾している場合は、情報公開条例（平成 12 年兵庫県条例第６号。以下

「条例」という。）第６条第１号には該当しない。措置要求者の意思に反

し非公開とすることは、個人情報の保護を隠れ蓑に、実施機関が本来公開

すべき情報を隠蔽する危険性がある。

第３ 諮問庁の説明要旨

非公開理由説明書及び意見陳述において述べられた非公開理由は、次の

とおり要約される。

１ 本件公文書について

本件公文書は、第 1278 回、第 1287 回及び第 1288 回人事委員会議事録（平

成 18 年９月 30 日付けの措置要求（平成 18 年（措）第４号事案）以外のも

のについて記載されている部分を除く。）である。

２ 異議申立てに係る公開しない部分とその理由
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本件異議申立てに係る公開しない部分は、「措置要求者の氏名及び所属」

であり、その理由は次のとおりである。

地方公共団体の職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事

委員会に対して、地方公共団体の当局により適当な措置が執られるべきこ

とを要求することができ（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 46

条）、この要求があった場合、人事委員会は、事案について審査を行い、

事案を判定し、その結果に基いて、その権限に属する事項については自ら

実行し、その他の事項については権限を有する機関に対し必要な勧告をし

なければならない（同法第 47 条）。

措置要求は、あくまでも個々の職員が勤務条件の改善を求めて行うもの

であって、措置要求事案の審査においては、個々の職員の勤務条件に関す

る情報が取り扱われ、その中には、公務員の職務の遂行に係る情報とは言

い難い情報であって「個人に関する情報であって、特定の個人を識別する

もののうち、通常他人に知られたくないと認められるもの」（条例第６条

第１号）に該当するものが含まれることから、措置要求者の氏名及び所属

のような措置要求者の特定につながるような情報は、通常公開しておらず、

また、個人に関する情報を扱う措置要求の制度が十分に利用されるために

は、このような取扱いが必要であると考える。

また、公文書公開制度における公開又は非公開の判断は、請求者が誰で

あるかを問わず、情報の内容に即して行うべきであるから、異議申立人が

主張するように、措置要求者自身が公開を望んでいたとしても、このこと

は結論を左右しない。

よって、「措置要求者の氏名及び所属」は、条例第６条第１号の非公開

情報に該当する。

さらに、措置要求事案における「措置要求者の氏名及び所属」が公開さ

れるとすれば、個々の職員の勤務条件の改善を求める措置要求の制度が十

分に利用されなくなるおそれがあることから、当該情報は「県の機関が行

う事務に関する情報であって、公にすることにより、当該事務の性質上、

当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある」と考えられる。

よって、「措置要求者の氏名及び所属」は、条例第６条第６号の観点か

らも公開すべきではない。

第４ 審査会の判断

１ 実施機関は、「措置要求者の氏名及び所属」が条例第６条第１号に該当

するとして非公開としていることから、以下検討する。

(1) 条例第６条第１号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事
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業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができる

もののうち、通常他人に知られたくないと認められるもの」を「非公開情

報」としており、これは、公文書公開制度において個人のプライバシーを

最大限に保護し、個人の尊厳と自由を守ることを目的としたものであると

解される。

また、条例第２条第３項は実施機関の責務として、「実施機関は、個人

に関する情報がみだりに公にされることがないように最大限の配慮をし

なければならない。」と規定している。

したがって、条例第６条第１号の規定は、原則公開を趣旨とする条例に

おいても、個人のプライバシーは、個人の尊厳に直接かかわる権利である

こと、いったん侵害されると事後的に回復が不可能であること等から、こ

のような情報については、これを非公開とすべきことを定めたものと解さ

れる。

(2) 異議申立人は、情報の主体である当該個人が公開を求める場合には、

条例第６条第１号には該当しないと主張する。

しかしながら、条例第６条第１号は「通常他人に知られたくないと認め

られるもの」と規定しており、この要件は、公文書公開制度と個人情報保

護制度における本人開示制度との区別を前提として、公文書公開制度にお

いては、何人にでも公開すべき情報と何人にも公開しない情報を区別する

ために設けられたものである。

したがって、個人情報の本人開示の問題は、個人情報開示制度において

解決が図られるべきである。

本件公文書の公開請求は、個人情報開示制度ではなく、公文書公開制度

の枠内で、個人情報を公開請求したものである。

このように、公文書公開制度によって自己情報を公開するよう請求して

きた場合には、「本人」としてではなく、一般的な人（「何人も」（条例

第４条）のうちの一人）として個人情報の公開請求をしたものと扱われる

ことになる。

(3) 本件公文書の「措置要求者の氏名及び所属」を公開すると、当該職員

が、勤務条件に不服があり、勤務条件の改善を求めて措置要求を行ったこ

とが明らかとなる。

このような情報は、一般人の判断によれば、通常他人に知られたくない

ものと認められるものであることから、「何人も」のうちの一人からの請

求である限りにおいては、条例第６条第１号に該当するものと解する。

２ なお、実施機関は「措置要求者の氏名及び所属」が条例第６条第６号に

も該当すると主張するが、条例第６条第１号に該当することから、改めて、
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条例第６条第６号に該当するか否かについての判断は行わないものとする。

３ 以上のことから、「第１ 審査会の結論」のとおり判断するものである。

審 査 の 経 過

（参考）

年 月 日 経 過

平成１９年 ７月 ６日 ・諮問書の受領

平成１９年 ７月３１日 ・諮問庁の非公開理由説明書の受領

平成１９年 ８月１７日 ・異議申立人の意見書の受領

平成２１年 ６月２２日

（第２０８回審査会）

・諮問庁から非公開理由の説明聴取

・審議

平成２１年 ７月２１日

（第２０９回審査会）

・異議申立人から意見聴取

・審議

平成２１年 ９月２５日

（第２１０回審査会）

・審議

平成２１年 ９月２９日 ・答申


